
-
所有者不明土地を
定義してみると

--------

所有者不明土地の定義ですが、非常に広い定義
ですけれども、所有者台帳が長い間、更新されて
いない土地ということです。この所有者台帳とは、
一番典型的なのは登記簿です。あと農地の場合に
は農地台帳とか、森林の場合には森林簿もありま
す。実は法的な土地台帳は、日本ではこのほかに
も国土利用計画法に基づく届出の取扱事務をやっ
ていますが、その記録も、土地についての台帳に
なります。全部の台帳を横串に刺しているのは不
動産登記簿だけで、あとは個別のそれぞれの法律
に沿って分かれています。
そのうち土地登記簿ですが、登記簿を見ても真
実の所有者がそこに書いてあるわけではなく、日
本では登記が義務化されているわけではありませ
ん。お金を払って土地を買えば所有権は動きます。
実は今の登記制度ができて、もう百何十年たって
います。相続登記で相続などが起きると自然に所
有権は移るのですが、登記を必ずしているわけで
はないため、どんどんその真実の所有者と登記簿
の名義人が離れてきています。
また、所有者は特定できるのですが、現実の所
在が不明ということがよくあるパターンです。それ
から、登記名義人が死亡し、その相続人が多数い
るというケースもあります。これも相続が２回ぐら
い繰り返されると、間違いなく相続人が100人ぐら
いになります。昔の登記所での実務の取り扱いで
は、「誰々、ほか４名」などの書き方でも登記を受
け付けていました。真実の所有者が、ほか何名で
はわからないわけです。そうすると収用しようにも

対応しようがありません。これは具体例ですが、こ
れが所有者不明土地の問題です。
所有者不明土地研究会では、研究会のメンバー

の首長さんのみならず、他にも何人かの首長さん
に来ていただいてヒアリングをしました。その結果、
「所有者住所の記載がない」という課題が出てきま
した。当時、何かの事情があったと思われますが、
住所の所が全部空欄になっている登記簿がありま
す。その他、相続関係人の行方不明とか相続人不
在もありました。海外に移住したとか、そういう
ケースがありますので、なかなかその行き先を突き
とめるのが困難です。
この問題の深刻化の背景に、地価の低下があり
ます。今は不動産を持っていても、どんどん価格
が低下するところが多くなってきています。そうす
ると、固定資産税の評価額も下がるほか、土地が
相続などで分割されて小さくなっていく。そうなる
と徴収できる固定資産税額が本当にわずかになり
ます。いちいち遠くまで行って探して取りにいく手
間のほうが大変になります。税収は、その自治体
の収入を増やすために取るものですから、公平性
の観点からはよろしくないのですが、やむを得ず目
をつぶる案件が各地で出ており、年々増えていま
す。
いずれにしても地籍調査をどんどん進めて、そ

ういう所有者不明土地をできるだけ潰していこうと
進めています。しかし岩手県知事をやめた後、東
日本大震災があったときに、住宅地を造成しようと
思っていた高台に相当な所有者不明土地があって、
復興に手間どり、遅れてしまったことがありました。
震災や災害があると、一挙にこういう問題が顕在
化します。

深刻な深刻な
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-
90年も名義が変わっていない
土地が存在

--------

これは所有者不明の予備軍になると思うのですが、
法務省にお願いして長期間にわたって登記の名義が
変わってない土地を調べていただきました。
固有名詞は発表していませんが、大都市でも最後
の登記から50年以上登記簿上の名義が変わってない
ものが6.6％ある。さらに中小都市、あるいは中山間
の地域ですと26.6％あります。
さらに90年となれば必ず相続が発生しているし、
恐らく２～３回ぐらいは相続が起こっています。最後
の登記から90年以上経過しているものも大都市で
0.4％あるということになると、ざっくり言いますと、
多分、前後左右の隣接地を含めると1.6％程度の土地
は、その後開発するのに非常に心配です。
所有者不明になる原因の多くが、相続のときにそ

の相続人たちが親の持っていた資産の登記をしない
場合で、これが最近どんどん増えてきています。今
後はますます増えそうですが、その大きな原因の１つ
に手続がとにかく大変なことがあります。
空き家が、この間の発表では2013年で820万戸あり、
現在は1,200～1,300万戸まで増えていると思います。
その１つの原因は相続登記で実際にかかる手間とお
金の問題です。相続人全員の戸籍と住民票や、固定
資産税評価書等いろいろな証明書が必要となり、お
金もかかります。最低でも20万～30万円ぐらいかか
ります。相続人にしてみれば、親から相続をして土
地を受け取った。だが、自分は大都市のほうで働い
ていて、今、実家の不動産を使う予定はない。地元
の不動産屋さんに誰か買う人を紹介してと頼んだけ

れど、買う人は誰もいませんよと言われたと。自治体
に寄付しようと思っても、当然、自治体は使い道のな
い土地は受け取りません。自分が相続したが、自分
の息子に話をしたらそんなにお金がかかる見たこと
もない土地は相続しませんと言っていると、そういう
相談が実はどんどん持ち込まれています。
かかるお金をもっと安くしつつ、相続のときの登記

を義務化して、それで真実の所有者が登記簿を見る
とわかるようにしておくというのも１つの手かもしれ
ません。今、法務省で検討を進めていますが、これ
が有効打になるかどうか、必ずしもそんなに有効に
つながっていくものではないという意見もあります。

-
多くの国々では登記が
効力要件となる

---------

話が少しほかの国の話になってしまいますが、海
外ではほとんどの国で登記が一定の法律効果を生じ
るため要求される「効力要件」になっています。効
力要件で言いますと、ドイツ、イギリス、それから韓
国や豪州などは、登記をしないと土地の所有権の移
転の効果が発揮できません。
ところが日本の場合は、フランスのボアソナードと
いう学者が、フランス式の民法をそのまま日本に入
れました。フランスは対抗要件主義を取っていまし
たので、別に登記せずとも所有権は移るとの考え方
が日本に広まりました。様々な商売をしている人たち
は、これでは危ないと登記はしますが、中には個人
間では登記しない人たちが現実にいるわけです。
フランスの場合にも実は公証人が移転登記を行え
ます。民事罰金があり、大体そういう所有権の移転
は公証人を通じてやるようにということで、ほぼこれ
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が100％守られていて、その公証人自身は必ず登記を
しろと義務づけられています。
日本だけがいろいろな理由で、対抗要件主義がそ
のまま来ています。やっぱり一番大きな背景は、土
地神話が崩壊して、地価が下がっていることです。
そういうことも含め３つの背景にまとめました。１
つ目は、土地と人の関係が複雑化ということで、家
督制度による戦前の家督相続のような、長男が全部
相続するということではなく、戦後は相続人の間で平
等に相続する制度になりました。ところが時間がたつ
と、相続が戦後も何回か起きる。不動産の面積が小
分けになって小さくなっていく。中には都会に出る相
続人もいますので、そうすると兄弟間でも、住んでい
る所も分かれていき、中には相続で争いになってし
まうと、絶対にお互いに情報公開しませんので、さら
に行政で突きとめるのが難しくなります。非常に関係
が複雑化しているのが１つあります。
それから２つ目は、土地と人の関係の広域化です。
所有者が農村を離れて土地所有者が都市部に住んで
いるなど、非常に土地との距離が広域化しているこ
とがあると思います。島根県のある町に所有者はど
こまで広がっているかを聞いたら、自分の県を除いた
42県までは確認していると言っていました。
そして、３つ目が地価の二極化が進んでいること

です。商業地、都市部の商業地は値上がりしてきて
いる。しかし、それ以外の所は都市部の郊外も含め
て、住宅地の地価はずっと低下傾向で、なかなか上
がる見込みがありません。人口が減ってきて需要が
なくなると、土地を持っている経済メリットよりも固
定資産税、維持管理費の保有コストのほうが増大し
て、それでもう土地を持つ所有意識が希薄化します。
以上の３つのことから所有者不明土地問題は、これ
からより深刻化していくのではないかと、考えられま
す。
そういう問題意識がありましたので、私が座長と

なって昨年１月から研究会を立ち上げました。昨年
の６月に骨太方針が閣議決定されたときに、この問
題を一刻も早く政府として対策を講じないと手遅れ
になると、政府に申し上げました。関係省庁が一体
となって検討を行って、必要となる法案の次期通常
国会への提出を目指すべきと。これは実際に第一次
的な法案が提案されています。
あと登記制度や土地所有権のあり方等は、なかな
か法律論も含めて面倒な問題ですが、中長的な課題

については関連する法制審議会ですみやかに検討に
着手する。それから、経済財政諮問会議に状況を報
告することになっています。

-
所有者不明土地は
ざっくり20％もある

--------

この問題の議論を始めて、やはり面積と、それか
ら経済的にそのことによってどのくらい損失が生じて
いるかを世の中に出さないと、この問題への対応策
を考える気運が盛り上がらないと思いました。
そのときに、この所有者不明土地の定義がどうし

ても必要になります。そこで、地籍調査を全国で毎
年やっていますが、３分の１ぐらい、1,800弱の市町
村のうち550～560を選んで、地籍調査をするときに
登記簿を見て、それでお手紙を出しました。その際、
結局、たどり着かずに戻ってくる場合があります。登
記名義人が亡くなっても、子供さんたちがそこに住
んでいれば、その人たちが受け取るので、お手紙が
ちゃんと届くものは到達したとカウントします。反対
に、見ず知らずの人が住んでいてお手紙が戻ってく
るものをここで「所有者不明」として、国土交通省
にそういう特別な取り扱いをしてもらい、全国での地
籍調査のときに調べてもらいました。
わかったことは所有者不明率が、ざっくり２割。宅
地は17.4％、それから農地が16.9％。林地が26％近く
あることです。それを日本の土地面積全体に掛け合
わせると、九州の面積よりも多い約410万ヘクタール
です。結局、これが「所有者不明土地」の一番広い
意味での定義だと思います。役場で手間暇をうんと
かけると、かなりの部分は所有者まで到達する場合
が多いので、これはやや大げさ過ぎるというようなこ
とをおっしゃる学者の方々もいます。自治体が本気
で調べれば１％いかないのではと言っていますが、
今は職員数も減っている中でわずかな土地を調べる
ために、本気でそこまでやらないというのが、この問
題の難しいところだと思います。
それでは410万ヘクタールは、今後どれだけ膨れ
上がっていくのかですが、あと20年ぐらいすると団塊
世代に間違いなく相当な相続が発生する。そうする
と、アンケート調査で、「もし土地を相続したときあ
なたは登記しますか」ということを端的に聞いたので
すが、「登記までするつもりはない」という回答を掛
け合わせていくと、2040年には720万ヘクタールにな
ります。2040年までには北海道に迫る面積まで広
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がっていきそうです。
よく都会の方は、それはもうほとんど山林が中心
で面積的には大きいかもしれないが、そんな大した
損失じゃないのではとおっしゃる方もいます。そこで
2040年までの累積で経済損失額を出したところ約６
兆円で、これは少なくとも最小限見積もってこのぐら
いということです。
GDPの国民経済計算で毎年、国民資産というのが
発表になりますが、日本の土地のストック価格が、た
しか昨年も1,145兆円でした。私はどちらかというと、
その土地のストック価格に20％の所有者不明率を掛
けた２百数十兆円が実は国民的な損失だというほう
が実感には合っている気がします。
自治体には、最近よく「この土地を引き取ってくだ
さいよ」と持ち込まれることが多い。しかし、自治体
で使い道のない土地を受け取ると、いざ何かあった
ときに管理責任を全部問われるし、「どんどん引き取
るというわけには決していきませんよ」と言ったこと
もあります。
そうは言っても相続のときに個人に全部任せると、
予備軍がどんどん増えて、本当に所有者不明土地に
なる。後の対策のところで書いていますが、やはりそ
ういう土地をアメリカのランドバンクのように、一旦
お預かりする。それで利活用を考えるとか、いきなり
公有というわけにもいきませんけれど、準公有のよう
なことを考えていくべきではないかということも課題
としてあります。

-
ランドバンクのような
仕組みも有効

---------

こういう土地をどうしていけばいいのかですが、
大きく３つあります。ヒアリングのときに長野県の飯
田市長さんにも来ていただいてお話を聞きましたら、
こういう土地は土地収用法でやると物凄く時間がか
かって難しいという話をしていました。要は、そうい
う場合に、①特に公共性が高いようなときに所有者
不明土地を円滑に利活用できるということが必ず必
要になりますので、これについてとにかく対策を急げ
ということです。これは、今回の国土交通省の法案
の中で手当てしています。
まったく手がついていないのは、②今後、北海道
の面積ぐらいまで膨れ上がっていくものについてどう
していけばいいのか。③予備軍を本当の所有者不明
土地にしないようにするためにどうしていけばいいか。

この②と③はまだ手がついていません。
実際に今、所有権をお持ちになっている方にとっ

て使い道がないというときに、所有権を手放すこと
ができる仕組みを何か考えないといけないのではな
いかと思います。ここは全く手がついていない。日本
の全ての土地について真の所有者がわかるような仕
組みを何かつくれないか。登記簿を見れば真の所有
者が書かれているような、そういう社会ですね。
日本は所有権が非常に強いのですが、大事なのは
利用権です。必要なときに利用権が柔軟に使えるな
らば、所有権はあまり問わなくてもいい。いずれにし
ても、この３つを考える必要があります。
とりあえず全く手がついてない所有者不明土地を
増加させないためにどうするかですが、特に皆さん
に考えていただきたいのは、ランドバンクのような仕
組みですね。日本では今、所有権を手放す仕組みは
ありません。唯一、本人が亡くなったときは相続が
起こりますが、ほかの財産も含めて全部相続放棄す
れば、所有権を手放す格好にはなります。ただし、
次の所有者が見つかるまでは、固定資産税も含めて
その土地の管理はその相続人が全部管理しなければ
いけない。
それをその相続の時ではなく、まだまだ本人が元
気なときにも自分たちは全然使わない、地元の自治
会も受け取らない土地を、ランドバンクのようなもの
をつくって、そこに相談をしたり管理委託をする。
そして所有者を自治体にしないか、打診をする。

自治体が所有しないと言った場合には、この新たな
組織がしばらく持つか、あるいは競売にかけるかす
る。それで20年30年の間も新たな利用を考えていく
と。こういうアメリカの州などででき上がったランド
バンクのような仕組みができないかというのがここで
の提案です。
山形県鶴岡市に、NPO法人「つるおかランド・バ

ンク」があり、土地の複雑な権利関係をいろいろ調
整しています。この組織は先進的な非常にいい例だ
と思いますが、ただ、そこも所有権を受け取ることま
では、行っていません。
欧米の例もよく勉強した上で、やっぱり当面問題

になるのは、管理費をどうするかという話です。そこ
は土地を委ねたいという人からは多少お金をいただ
いても、こういうランドバンクできちんと管理したほ
うがいいのではないかと思います。
それから、全く手がついていない２つ目は土地情
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報の関係です。登記の関係は登記所で情報を持って
いますし、住民基本台帳は市町村で持っているわけ
ですが、所属も分かれていますし、台帳も全部別々
です。また、固定資産税で別の情報を持っています
が、これは税の情報ですから、同じ市役所の中でも
土地開発をするほうに基本的には伝えてはいけない
ことになっています。
かなり厳密な限定が必要だと思いますが、それを
公共目的のためにお互いをつなげる。ご本人が亡く
なった場合には、当然、登記のほうにもその情報が
すぐ伝わって、それで住民票・戸籍、登記情報、固
定資産税部局も含めて全部名前が切り変わるとか、
そういう情報基盤をきちんとつくっていく必要がある
と思います。
それとマイナンバーを連結させて、それできちんと
管理できるようにする。このほかに林地、森林簿だ
とか、農地台帳も当然入ってきます。そういうものを
全部結びつけることが必要になってくると思います。
次に現代版検地についてですが、昔、太閤検地が

ありましたが、ある一定の期間、集中期間２年とか３
年とか決めて、その間に所有者とおぼしき人たちに
どんどん名乗り出てもらう。それで申し出があった場
合には、きちんとした手続きで所有者を確定していく。
ランドバンクに委ねたいのであれば、そちらのほう
に移していく。そのときに民法上は時効取得の規定
があるので、先ほど言ったように「誰々ほか４名」、
などと書かれていると、何とも手出しのしようがあり
ません。そこで、一旦リセットする意味で、一定期間
経過後、所有権がその新たな組織に移るとかですね。
そういう現代版検地ということも提案をしてあります。
既にある所有者不明土地についてどうするかは、

国土交通省が法案を提案しておりまして、国会でこ
れから審議が始まります。
所有者不明の土地をどうしても公共的に使いたい

場合に、１つのやり方は土地収用法を使って、収用
手続きで所有権を移していく手続きがあります。こ
れは非常に慎重な手続きですが、そこをかなり簡略
化し、収用をしやすくする土地収用法の特例。ただ、
これは現行法の中でやる仕組みです。
それから全く新しいものとして、所有者不明土地
が対象ですが、地域福利増進事業を新たにつくって、
公益性のありそうな利用を確認したものは、上限10
年間に限って都道府県知事が利用権を認める方法で
す。

これが認められると、10年間はきちんと使える。10
年間は真の所有者が後から出てきたとしても、10年
終わった場合に、それまで使った部分を金銭的に清
算して、それでまた本人に戻せばいい。ほとんどの
場合、名乗り出てこないでしょうから、その場合には
何もなければ期間を更新して、次の20年ぐらい続け
て使うということもできるでしょう。
それから、法務省は今の法律に付随して、現行の
制度の中で動きやすくする対応を進めています。長
く登記がされてない場合には、そういう土地ですよと
いうことを登記簿に記録したり、相続人の人たちに
登記してくださいと促すような制度を入れたり、それ
から不在者財産管理人に申し立て権を与えたりとい
うことを進めています。ただし法務省に本当にやって
ほしいのは、登記を義務化する部分ですが、これは
今、研究会をつくって、そこで検討しています。
法務省の民法改正というのは、たいへん時間がか

かります。通常ですと研究会で２、３年議論し、そ
れから法制審に上げて４、５年また議論します。こ
れだと間に合わないので、今年の骨太方針で来年の
２月までに研究会で議論を終えて、すぐに４月から
法制審にかけようと。それを骨太方針で書いても
らって、それで議論をスピードアップしようと思いま
す。
農地・森林のほうは、今、農地を集約するために
新しい仕組みができました。共有地の場合には過半
の同意が必要で、その場合には５年間貸しつけが可
能となっていますが、それを１人でもいいとか、20年
まで長期化するとか、現在は都道府県知事の裁量に
よって進められていますが、これをもっと使いやすく
伸ばしていこうと思います。
それから森林については、共有者の１人でも森林

を市町村に対して経営管理を委託する場合には市町
村でそれを管理できるといったようなことですね。こ
れは今までは所有者が自分で伐採・造林を行うとい
うことしか認められていなかったのですが、今回は別
の事業会社に委託できる場合には認められて、もっ
と動きやすくするという法案が国会に出てきています。

-
2020年の法律改正に
つなげたい

--------

次に今後のスケジュールについてお話します。国
土交通省・法務省、それから農水省などが関係する
新制度の、国会審議が行われているところです。法
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案が成立したら、新制度が来年度以降施行されます。
いろいろな事務手続きなどが決まっていく。それから、
国土交通省ではさらに次の手当てについてまた検討
を進める。法務省は先ほど述べた研究会の議論が進
んでいく、これが来年です。
法制審は来年の４月からスタートして１年間議論と

いうことになっています。実は2020年に10カ年計画ご
との地籍調査が切りかわる時期になります。法制審
の審議も１年で終えてもらい、2020年に次の大きな
法律改正をぜひやっていただこうと思います。私の
ほうの研究会もまた６月から検討を再開することにし
ています。
私の研究会では、利活用のための方策を検討する
予定です。例えば信託制度をもっと使いやすくして、
所有者が不明でわからない土地であっても、公益信
託の形でもっと手数料も安く使えるような仕組みがで
きないかといった検討を始めます。ランドバンク制度
をどうするかという点がありますが、それももっと自
由にわれわれの検討会で検討したうえで、役所での
検討の場に乗せて、2020年の制度改正につなげられ
ないかと思います。
結局、日本の場合には土地所有権が非常に強いわ

けですね。日本国憲法では「財産権はこれを侵して
はならない」となっています。29条とそれから12条、
ここでは常に国民は権利を乱用してはだめで、公共
の福祉のためにこれを利用する責務を負うと。こん
な規定があるので、そういう精神を公共的な存在で
ある土地について、きちんと土地基本法に書いてい
ただこうかと考えております。土地基本法は割と新し
い法律でありますが、国・地方公共団体の責務は書
いてあります。それから、デベロッパーなど事業者
の責務、一般国民の責務、も書いてあります。
その一方で、肝心の土地所有者の責務には、全く
触れていない。実は、土地所有者の責務も当然必要
との議論があったのですが、なかなか議論が難しく
て書き込めなかった。さすがに全てを土地所有者の
自由にさせてしまっては周りの人も、後の世代の人も
困る。そこで、土地所有者の責務をここできちんと
書いてもらって、それで今後の対策につなげてもら
おうかと考えています。
国交省もだいぶ躊躇していたようですが、2020年
の法律改正のときには、土地基本法に土地所有者の
責務も書き込むことを含めて、やはり法律改正が必
要です。土地所有者の責務も書いた上で民法も含め

大きな改正をしていこうとしています。恐らく今年秋
以降、国土審でも議論がなされていくと思います。
今、政府はこの土地問題、特に所有者不明土地が

ずいぶん深刻化してきたので、今年の１月に官房長
官が議長として主宰し、総務大臣・法務大臣・財
務・農水・国交、それから復興大臣が全部入った関
係閣僚会議というのをつくりました。１回目には、私
も呼ばれて出席しましたが、近々、第２回目が開かれ
ます。それで骨太方針の内容を決めると言っていま
す。この場で所有者不明土地問題の政府の対策がい
ろいろ決められていくことになると思います。
最後に地籍調査が、実は全然進んでないというこ

とを申しあげたいと思います。各都道府県の地籍調
査の進捗具合ですが、一番進んでいるのが沖縄です。
要は、沖縄の方が戦争で随分お亡くなりになって、
所有者がわからない土地がいっぱい増えたものです
から、地籍調査を進めて、ほぼ100％終わっている。
それから佐賀も99％、岡山も85％と随分進んでいる。
それから東北のほうも大分進んでおりまして、岩手も
今91％。青森が93％。でも、岩手は91％までやった
のですが、東日本大震災のときに所有者がわからな
い土地があって大分苦労しました。ですから、100％
やらないとだめだなと思っています。一方で、都市
部は非常に進捗が遅れている。これから相当苦労す
るのではないかと思います。
東京もさらに進めなければいけません。首都直下

地震が発生すると甚大な被害が生じますが、上野や
新橋とか、戦後に人が入ってきた所は、相当に土地
の権利関係がぐじゃぐじゃになっていると聞いていま
す。阪神・淡路大震災のときもいろいろな御苦労が
あったと思うのですが、基本的には潰れてしまった
ので、現在地で再建するという形でやられたようで
す。こういったことも考えると、所有者不明土地の問
題を解決していく上でも地籍調査は、きちんと進め
ていく必要があります。
六本木ヒルズも今、見事に建っていますけれども、

実は、400の筆の境界を確定するのに４年もかけて、
やっと何とか解決したと聞いています。
団塊世代のところで大量相続が発生して所有者不
明土地が北海道の広さぐらいまで膨れ上がるとなる
と、さらに解決が困難になります。災害についても首
都直下だけではなくて、どこの地域の災害にも関係
してくる問題です。この問題を早く何とかしなければ
いけないと思っているところです。
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